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ークの記録化とその分析は、A から D の研究を
つなぐ地域福祉の基礎的な実証研究として重要で
ある。

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































る全国調査で 2000年から 5年毎に実施され 2015
年に第 4回が行われた。調査対象は中国大陸の
60歳以上の中国国籍の居住者で全国 31の省に住











校卒 24％、高校卒 10％、短大卒 3％、大学卒 1.5
％で、全般に教育水準は低いと言える。


























































































































































































































































































































































①自己責任国家日本：「What the World Thinks in
2007」のデータから
2007年に世界各国において実施した調査
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困っている人を支援する環境を整え、総合的な支
援を提供することが求められている。なお、地域
には既に、福祉事務所、地域包括支援センター、
障害者生活支援センター、病院、NPO、社会福祉
協議会、警察、弁護士、保護観察所、民生委員、
地域住民、当事者など、非常に多くの社会資源が
あるが、それぞれが対象者を選別してしまってい
るので、それらをつないでいくことが大切であ
る。
③多様な「自立」のかたちを認める
就労自立イコール自立ではないし、社会参加の
場イコール就職の場ではない。生活困窮者は、障
害や病気を持つ人が多く、人間関係をはじめとす
る社会とのつながりが希薄である。自尊感情や成
功体験を得て、「承認される」場がまず必要であ
り、そして、多様な自立のかたちを認めることが
大切である。
④社会福祉の対象者を区切らず、当事者のニーズ
から支援体制を構築する
支援の対象者を限定すると、必ず支援から漏れ
る人が出てくる。現状あるサービスに当事者を当
てはめるのではなく、当事者のニーズに足場を置
き、創造的な支援を行っていく必要がある。
⑤地域福祉を自らが構築する一助を担う
自分たちも含めた各地域の社会資源が有効に機
能しなければ援助ができないので、地域の社会資
源を再資源化する取り組みが必要である。そのた
めには、弁護士、不動産屋など様々な専門職とも
連携していくことが大切である。
（石川久展）
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